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資料１ 

市川市震災復興マニュアルの策定について 

 

①  復興マニュアル策定の背景 

 

・近年は、阪神淡路大震災、東日本大震災、熊本地震など日本全国で震災が発生して

おり、千葉県でも 30 年以内に震度 6 弱以上の地震が発生する確率が 85%と、全国で最

も高くなっている。 

 

 ・平成２９年、防災基本計画に「復興事前準備の実施」が位置づけられ、その後「復興ま

ちづくりのための事前準備ガイドライン」が発表されるなど、国も地方自治体の復興事前

準備を促進している。 

 

②  復興マニュアル策定の目的 

 

・市職員がこのマニュアルに沿って行動することで、震災後、速やかに復興まちづくり事

業を進めることを目的とする。 

 

③  復興マニュアルの位置づけ 

 

本マニュアルは、「市川市地域防災計画(震災編)」の第 4 章「災害復興計画」におけ

る、具体的な職員の行動マニュアルである。 

 

 

本マニュアルの位置付け 

 

 

 

復  旧  期  復  興  期  

第 3 章：震災応急対策計画  

 

各対応本部マニュアル等  震災復興 
マニュアル 

 

第 4 章：災害復興計画  

 

 

 

期  間  

地域防災計画  

マニュアル 



避難生活期 復興始動期 本格復興期
時間 発災 ～１週間 ～２週間 ～１ヶ月 ～２ヶ月 ～４ヶ月 ～６ヶ月 ６ヶ月～

震
災
復
興
体
制

都
市
の
復
興

地
域
協
働
復
興

住
宅
の
復
興

被災市街地対応本部 【災害復興本部】の設置と運営

復
興
対
象
地
区
の
設
定

【災害対策本部】の設置と運営

復
興
事
業
の
推
進

地区区分 復
興
事
業
計
画
等
の
策
定

家屋被害概況調査 家屋被害状況調査

都市復興基本
方針の策定

重点復興地区

復興促進地区

復興誘導地区

都市復興基本
計画(骨子案)
の作成・公表

地
区
復
興
ま
ち
づ
く
り

計
画
等
の
策
定

地区復興まちづくり
計画原案の協議

○地区復興まちづく
り計画原案を地域
復興協議会と協議

○地域住民への周知

地域復興協議会
の発足と運営

都市復興
基本計画の策定

○都市復興基本
計画（骨子案）
の修正・肉付け
したものに復興
まちづくり計画
等の内容を反映
させる

地区復興まちづくり
提案の検討

自力
再建

修復型
事業計画

復興都市
計画

地区別

地元組織による役員の選
出と協議会委員の募集
（協議会発足準備）

市から大被害地区の地
元組織へ協議会立ち上
げの声掛けを行う

提案を
市に提出

計画案の説明（市）

地
区
復
興
ま
ち
づ
く
り

計
画
原
案
の
作
成

地区別
第
一
次
建
築
制
限
の
実
施

第
二
次
建
築
制
限
の
実
施

地区別

第一次建築制限(被災から１ヶ月間、最長２ヶ月まで延長)

り災証明書の交付

復興基本方針の策定

住家被害等認定調査

復興基本計画の策定

原案の説明（市）

住宅復興計画の策定
民間住宅

及び市営住宅の
応急危険度判定

○応急仮設住宅の建設、市営住宅等の空き住戸の確保
○入居者の募集・選定、入居手続き

住宅復興計画
（原案）の策定

市営住宅の新築・借上げ

恒久的住宅の供給可能量・必要量の算定

応急仮設住宅の供給に係る要請・確保等

○民間住宅の応急修理
の支援

○市営住宅の補修等

(※建築基準法第84条に基づく)

被災市街地復興推進
地域の都市計画決定

土地区画整理事業
等の都市計画決定

第二次建築制限（被災から最長２年間）(※被災市街地復興特別措置法第７条に基づく)

資料２

震災復興業務の流れ
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《行動のあらまし》 
● 第一次建築制限(建築基準法第 84 条)は、災害が発生した日から 1 ヶ月に限り(更に１ヶ月

間の延長が可能)、区域内における建築物の建築を制限又は禁止することができる。 
● 建築制限区域は、家屋被害概況調査による大被害地区(おおむね 80％以上の家屋の焼失・

倒壊が確認された地区)を基本とするが、復興事業を見通して合理的な区域を指定する。 
● 同時に、住民の理解と協力が得られるよう、復興相談所においてきめ細やかな相談・支援

及び適切な情報提供を行う。 
● 建築制限について事前に住民に周知し、理解と認識を深めてもらう。 

《行動の手順》(【 】内は実施責任担当課。点線枠は災害対策本部の仕事。) 

 

 

 

  

各行動段階の手順と方法 
(ア)建築制限区域(案)の作成  
❶家屋被害概況調査結果による大被害地区を中心に、
地形地物等を参考としながら町丁目単位を基本に区
域(案)を設定 

(イ)建築制限区域の指定・告示  
❶県と調整した上で建築制限区域を指定 

❶被災市街地の隣接する区域において仮設建築物に対
する制限の緩和を行う必要があれば、区域を指定(建
築基準法第 85条第 1項) 

❶住民の生活全般に関する復興相談所を設置 
Ⅰ開設場所―市川市庁舎及び災害６班拠点等。 
Ⅱ相談内容―法律、土地・建物、こころ、教育等、
復興に関わる全分野の相談 
(「復興相談関連の流れ」P2-10参照) 

❶復興対象地区の設定状況等を踏まえて、期間延長や
建築制限区域の見直しを検討 

❶確認申請業務、復興相談業務において、専門家等の
人員が不足した場合は、県に応援要請する。 

都市 
1 節3 

第１節 都市復興基本方針の策定 

第一次建築制限 

主管課 建築指導課 関係部課 
都市計画課、被災生活支援本部
（生活再建支援班、市民要望受
付班、福祉班） 

 

 

発災 

仮設建築物に対する制限緩和
の実施 

【建築指導課】 

建築制限区域の指定・告示 
【建築指導課、都市計画課】 

被災後～２週間 

 

復興相談所の設置 
【被災生活支援本部】 

建築制限の期間延長等の検討 
【建築指導課、都市計画課】 

被災後～２週間 

被災後２週間～ 

県への応援要請 
【建築指導課、都市計画課】 

被災後～1ヶ月 

必要に応じて 
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事
前
準
備 

◆ 建築制限内容の文案を作成する。 
◆ 復興対策基本図１(現況特性図)及び復興対策基本図２(現行計画図)を作成し、随

時見直しを行う。(「復興対策基本図１」Ｐ2-22、「復興対策基本図２」Ｐ2-23
参照) 

留
意
事
項 

◆ 第一次建築制限は、復興まちづくりに取り組む意思表明でもあるので、関連の
部局と協議を行う。 

◆ 建築制限の広報にあたって、制限内容を正確に伝える(全面禁止と受け取られな
いよう)よう配慮する。 

◆ 区域の設定に関しては、地域の一体性や被災前に進行していた事業の有無等を
踏まえ、土地区画整理事業のため必要と判断できるところでは、中被害地区等
においても第一次建築制限区域とするかどうかを検討する。 

◆ 復興相談所の開設場所は、建築制限に係る情報提供、建築相談等のため、建築
制限区域内又はその周辺区域に別途設置も検討する。 

 

検
討
課
題 

 
 

発災 避難生活期 復興始動期 本格復興期 
～１週間 ～２週間 ～１ヶ月 ～２ヶ月 ～４ヶ月 ～６ヶ月 ６ヶ月～ 

 

本格復興期 復興始動期 避難生活期 発災 

 

この頁で必要な物品 
□家屋被害台帳(電子データ) 
□都市計画図 
□住宅地図 
□復興対策基本図 1（現況特性図） 
 
 
 

□復興対策基本図 2（現行計画図） 
□ 
□ 
□ 
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《行動のあらまし》 
● 第一次建築制限期間内に復興都市計画の決定に至らず、さらに検討を要する区域について

は、被災市街地復興推進地域(被災市街地復興特別措置法第５条)に指定することにより、災害
が発生した日から２年以内に限り建築制限を行う。(第二次建築制限) 

● 建築制限区域は、重点復興地区を基本に、不良な街区形成のおそれがあり、事業等の導入
が必要な区域を指定する。 

 

《行動の手順》(【 】内は実施責任担当課。点線枠は災害対策本部の仕事。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各行動段階の手順と方法 
❶被災市街地復興推進地域の指定要件(法第 5条第 1項参
照) 
Ⅰ.大規模な災害により、当該区域内において相当数の
建築物が滅失したこと 

Ⅱ.公共の用に供する施設の整備の状況、土地利用の動
向等から、不良な街区が形成される恐れがあること 

Ⅲ.当該区域の緊急かつ健全な復興を図るため、土地区
画整理事業、市街地再開発事業等を実施する必要が
あること 

❷被災市街地復興推進地域(案)の作成 
Ⅰ.重点復興地区を基本に、地形地物等を参考としなが
ら、街区又は町丁目を単位として地域を設定 

Ⅱ.地域の一体性や被災前の事業の有無等を踏まえ、復
興促進地区を入れることも検討 

 
 

❶都市計画審議会に付議 
❷被災市街地復興推進地域の都市計画決定・告示 
 

❶第一次建築制限における復興相談所を継続 
 

❶相談業務等において、専門家等の人員が不足する場合
は、県に応援を要請 

発災 

被災市街地復興推進地域
(案)の作成 

【都市計画課】 

被災後～２ヶ月 

 

被災後２ヶ月～２ヶ年 

 
復興相談所の継続 

【被災生活支援本部】 

県への応援要請 
【都市計画課】 

必要に応じて 

 

都市計画決定・告示 
【都市計画課】 

都市 
3 節2 

第 3節 都市復興基本計画の策定 

第二次建築制限 

主管課 都市計画課 関係部課 
街づくり推進課、建築指導課 
被災生活支援本部 

 



第２章 都市の復興 

2－31 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

事
前
準
備 

◆ 建築制限の進め方について事前に住民に周知し、理解と認識を深めてもらう。 
◆ 建築制限内容の文案を作成しておく。 
◆ 広報等の方法、文案を作成しておく。 

留
意
事
項 

◆ 第二次建築制限の内容について、千葉県と調整する。 
◆ 第二次建築制限は、復興まちづくりに引き続き取り組むためであるので、事業

関連の部局と協議を行う。 
◆ 建築制限の方法は、土地区画整理事業等か被災市街地復興推進地域(第二次建築

制限)か、どちらの都市計画決定を行うか判断すること。 
 
 

検
討
課
題 

◆ 建築制限区域の作成にあたって、都市計画審議会や、それにかわる審議の場を
検討しておく。 

 

この頁で必要な物品 
□都市計画マスタープラン 
□復興対策基本図１・２・３ 
□復興対象地区区分図 
□都市復興基本方針 
□都市復興基本計画(骨子案) 
 

□ 
□ 
□ 
□ 
 
 

発災 避難生活期 復興始動期 本格復興期 
～１週間 ～２週間 ～１ヶ月 ～２ヶ月 ～４ヶ月 ～６ヶ月 ６ヶ月～ 

 

本格復興期 復興始動期 避難生活期 発災 


	00 【表紙】復興マニュアル（注意書き追加）
	01 (01改)マニュアルの位置付け等 
	02 復興業務の流れ_フォント変更200305（A3モノ）
	スライド番号 1

	03 資料３　一部抜粋(A4両面） - コピー
	03.資料３　一部抜粋
	03.表紙_目次
	02-1第2章_都市の復興

	2次建築制限


